行政庁への提出書類
行政庁へ提出する必要のある書類は以下となります。
	手続き内容
	添付書類
	提出部数
	提出期限・提出先

	決算関係書類の提出
	・決算関係書類の提出の鑑

・事業報告書

・財産目録

・貸借対照表

・損益計算書

・剰余金処分案(損失処理案)

・監査報告書

・総会議事録の謄本
	中央会１部＋

所管行政庁の数
	通常総会終了後2 週間以内に所管行政庁へ（県所管は中央会へ提出）

	役員変更届の提出

（新旧で変更ない場合は提出不要）
	・役員変更届の鑑

・変更年月日及び理由書
・変更した事項を記載した書面（新旧対照表）
・変更を決議した総会・理事会議事録の謄本
	中央会１部＋所管行政庁の数
	変更のあった日

から2 週間以内に所管行政庁へ（県所管は中央会を経由して提出）


中央会１部＋所管行政庁の数×２部
	
	定款変更を決議

した総会終了後

遅滞なく所管行政庁へ（県所管は中央会を経由して提出）

	組織変更届出書の提出
	・組織変更届出書の鑑・登記簿の謄本
	中央会１部＋所管行政庁の数
	変更後、遅滞なく所管行政庁へ（県所管は中央会を経由して提出）

	解散届出書の提出
	・解散届出書の鑑
・解散の理由を明らかにする書面
	中央会１部＋所管行政庁の数
	解散の日から２週間以内に所管行政庁へ（県所管は中央会を経由して提出）

	中小企業者以外の加入
	・中小企業等協同組合法第７条第３項の規定による届出書
	１部
	加入後３０日以内に公正取引委員会へ


決算関係書類の提出
決算関係書類は通常総会に提出し、承認を受け、総会終了の日から２週間以内に所管行政庁へ提出することが中小企業協同組合法（以下「法」という。）第40条の規定により義務づけられています。届出には、法に規定されている届出書に次の書類を添付することが必要です。
①　事業報告書
（１） 一般経済状況及び組合をとりまく状況、組合事業のうち特記すべき事項
（２） 庶務事項
イ 組合員数及び出資口数の状況
ロ 会議の開催（総会、理事会、部会、委員会等）
ハ 一般事項（定款変更認可、登記、一般庶務事項）
（３） 事業の状況（実際に行われた事業のみを各事業ごとにできるだけ詳細に、事業の実施状況及びその実績について記載すること）
②　財産目録
貸借対照表と異なり、個々の財産の内容を詳細に示し、差引正味財産額を明確にする必要があります。（中小企業等協同組合については経理基準を参照して下さい。）
③　貸借対照表
④　損益計算書
⑤　剰余金の処分又は損失の処理の方法を記載した書面
決算により算出された当期利益若しくは当期損失に前期繰越利益若しくは前期繰越損失を加減した金額を処分又は処理するためのものであって、剰余金処分、損失てん補に当たっては、法令及び定款の規定に従って作成しなければなりません。
⑥　上記書類を承認した総会又は総代会の議事録（謄本で可）
なお、県への提出にあたっては、所定部数を中央会まで送付してください。
また、非出資の商工組合の場合、貸借対照表及び損益計算書の内容は乏しいものであるから、収支決算書が添付されることが多いです。しかし、経理処理は複式簿記の原則にしたがい作成されることが必要であるので、財産構成によっては、財務諸表を作成することが必要です。
役員変更届の提出
役員に変更があった場合は、変更のあった日から２週間以内に所管行政庁に届け出ることが義務づけられています。
役員の変更とは、役員の氏名又は住所の変更があった場合、役員の改選又は補充があった場合、代表理事の交代、役付理事の交代、役員が死亡又は辞任した場合など役員に関する変更の一切が行われることです。
変更の届出には、法に規定されている届出書に次の書類を添付することが必要です。
①　変更した事項を記載した書面（変更前と変更後の対照表を記載する－定款変更の場合と同様に作成する－）
②　変更年月日及び理由を記載した書面
③　総会又は総代会の議事録（謄本で可）
④　役付理事が選任された場合は、理事会の議事録（謄本で可）
なお、県への提出にあたっては、所定部数を中央会まで送付してください。中央会にて添付書類等に不備がないか確認の上、所管する行政庁あて提出いたします。

事務所所在地変更届の提出
主たる事務所を変更した場合、法の規定に基づき変更の登記が必要ですが、届出については特に規定されていません。しかしながら、行政庁からの認可を受けた団体としての責任を考えれば提出することが妥当と判断されます。
公正取引委員会に対する届出
中小企業等協同組合法（中協法）に基づき設立された事業協同組合及び信用協同組合は，組合に大規模事業者が加入した場合又は組合員が大規模事業者になった場合には，その日から30日以内に公正取引委員会に届出を行う必要があります。
届出書様式のほか、以下の書類を添付します。

（1）　定款

（2）　組合の行っている事業に関する規約

（3）　組合員名簿

（4）　役員名簿

（5）　組織図

（6）　事業報告書（貸借対照表及び損益計算書を含む。）

（7）　事業計画書（作成していない場合は不要）

（8）　届出の原因となった組合員に係る最終の貸借対照表及び損益計算書

　なお，インターネットを利用して公衆が閲覧できる状態となっている添付書類の名称及びホームページアドレスを記載した書面を届出書に添付して提出することにより，当該書類の添付を省略することができます（その添付書類が上記（8）であるときは，届出の原因となった組合員の名称も書面に記載してください。）。
なお、商工組合は、これと異なり、組合成立の日から３０日以内において事業者団体の成立届をする必要があります。
この場合、正副２通の届出書及び次の書類を添付します。
① 定款  ② 規約  ③ 役員名簿  ④ 事業計画書
